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6/15 夏季要求人事課長交渉

交渉の主なやりとり
出勤者８割削減を総括し今後の働き方改革に反映を
組合：新型コロナ対策は、前例の無い状況下で対応してきたが、

働き方に関しては滋賀１／５ルールとして出勤者８割削減が進

められた。様々な評価はあるが、第二波への備えの意味からし

っかりと総括して働き方に反映すべきでないのか。

課長：今回の取組を踏まえ、職員等の意見から課題を把握し、今

後はより利用しやすい制度となるよう見直しを行い、活用を推

進したい。

組合：在宅勤務制度については、様々な受け止めはあるが、少な

くとも更なるリモート環境の整備は不可欠ではないか。

課長：リモートワーク環境で用いるモバイルルータについては、

現在520台だが第二波に備え追加を検討している（情報政策課）

健康医療福祉部の職場の実態から
組合員：コロナ対策チームに配置された方から、「時間外勤務が

３割増えた」「終わりの時期が分からずいつまで続くのか分か

らない不安がある」などの声を聞く。コロナ対策チームに入っ

た方はもちろん、係に残っている方も業務を分担しているので

苦労している。係内で軋轢などが生じかねない状況にある。こ

のことを承知してもらい、第二波への対応を考えてほしい。

今後の対策に対応できる抜本的な職員定数増が必要
組合：今回、改めて県民のセーフティネットとしての県の役割が

問われるところとなった。保健所や衛生科学センターなどの機

能強化をはじめ、県全体の体制の余力の無さが浮き彫りとなっ

ている。年度内での増員をはじめ来年度に向けても定数増を行

いしっかりとした体制確保を行うべきである。

課長：今後とも、関係部局から個別具体の行政ニーズや職場の状

況を聞き、業務を質・量から十分に勘案の上、必要な人員体制

を整えていきたい。

特殊勤務手当支給は幅広い対象で遡及して適用を
組合：新型コロナ対策では、病院職場や宿泊療養施設、保健所等

で感染リスクもいとわず奮闘している。これらに報いるために

早急に特殊勤務手当を支給してもらいたい。支給対象を幅広く

適用し、過去に遡って支給できるようにすべきだ。

課長：要望の特殊勤務手当については、今後、規則改正や予算措

置が必要だが、国家公務員に準じた制度とする方向で検討を進

めている。衛生科学センターの検体検査等の業務については他

の業務との均衡を見ながら検討。適用日（遡及日）についても

新型コロナウイルス感染症が指定感染症とされた日(本年２月

１日)などを参考に検討を進めている。

新採職員アンケート結果を基に今後の対応を求める
組合：新採職員について、新型コロナの影響を受けている。組合

は、緊急アンケートを行い、新採職員の現状や課題を把握した

が、不安を抱える職員が多く、研修の機会を求めている意見も

多い。意欲ある人材を育成してくためにしっかりとフォローし

ていくべきでないのか。

課長：新規採用者の育成やフォローは各部局に呼びかけており、

健康管理室ではカウンセラーによる面談を実施している。今後、

政策研修センターでは集合型研修の実施を検討している。それ

らの際にも疑問や相談があれば対応する旨を案内したい。
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新型コロナへの対応を今後の働き方に活かせ
特勤手当(新型コロナ)の支給｢検討を進めている｣
新採職員の集合型研修の検討や相談等の対応も
盆休は8/12日(水)～14日(金)､11日含め９連休取得の奨励も

自治労県職は６月１５日、夏

季要求での人事課長交渉を実施

しました。盆休暇については、

８月１２日（水）から１４日（金）

までとし、１１日を含めて９連

休となるよう所属に配慮を要請

する旨回答。また組合は「新型

コロナ対策を総括して、在宅勤務など今後の働き方に活かせ」と要

求。人事課長は課題を把握して活用するとしました。組合はさらに、

第二波に向けた体制強化、来年度の定数増、新規採用職員のフォロ

ー、人事評価制度の運用の改善等を訴えました。特殊勤務手当の支

給については、人事課長は「検討を進めている」と答えました。

盆休暇･冷房運転の回答
〇盆の年休集中取得

８月１２日（水）から１４日（金）の 3日間
※１１日（火）を含めた９連休取得：可能な限り庁内の会議

を設定しないことや休暇の取得が可能な職員への配慮

を求めることを通知する

〇冷房運転の運用
・弾力的運用 室温、湿度の適正管理に努め弾力的に対応

・新型コロナ対策 庁舎内全館空調は換気機能があるので、延

長運転の際には従来のファンコイルユニットだけでなく庁舎

内全館空調も延長運転する

・盆の年休期間中の運転 冷房運転を実施する予定



家庭用花火激安価格で斡旋
商 品 名 内 容 定 価 斡旋価格

ハッピー花火 手持花火のセット 600円 ３００円

日本で作った花火mini 手持花火のセット 600円 ４００円

は な び ー ず 手持花火のセット 800円 ４００円

あっぱれ花火祭りL 手持花火のセット 1,000円 ５００円

あっぱれ花火祭りLL 手持花火のセット 2,000円 ９００円

長 カ ラ フ ル 手持花火セット 1,200円 ６００円

ゴージャステモプラ 手持＋噴出セット 4,000円 １,８００円

スーパーコラボ 手持＋噴出セット 6,000円 ２,７００円

打 上 祭 り 手持+噴出＋打上 7,000円 ３,２００円

か ご セ ッ ト 手持+噴出＋打上 10,000円 ４,５００円

※申し込みの締め切りは８月２８日（金）

※画像等の詳細はホームページでご確認を ⇒

当面する取り組み方針を役員会議で協議

新型コロナウイルス感染症対策のための特例措置等の取扱い
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シネマチケットの取り扱い
自治労県職が提携している各シネマについては、順次再開さ

れていますが、既にチケットを購入されている皆さんからチケ

ット期限等のお問い合わせ頂いています。以下のとおりの取り

扱いを確認しましたのでご承知ください。

■イオンシネマ（草津・近江八幡）

チケット期限の延長：期限が3/1～7/31のチケット
⇒８／３１まで延長

■アレックスシネマ（大津・水口）

チケット期限の延長：期限が2/29～8/31までのチケット
⇒９／３０まで延長

■ユナイティドシネマ

チケット期限の延長：期限が2/29～5/31のチケット
⇒８／３１まで延長

期限が6/30～9/30のチケット
⇒記載日の期限より３ヶ月で延長

■彦根ビバシティシネマ

チケット期限の延長：期限が6/30までのチケット
⇒１２／３１まで延長

自治労県職・県職連合の

役員会議を６月４日に開催

しました。本部役員につい

ては、３月の各員改選で新

体制となってから初めての

開催となり、根本委員長を

筆頭にフレッシュな陣容で

進めました。また、新型コロナへの対応として、密集を避け広い

会場で換気等の環境を整えるとともに、出席できない役員はＷＥ

Ｂ参加も可能として、新たな形態での開催となりました。

会議では、新型コロナ対策への取り組みの経過、各職場の実態

や課題などの情報交換を行い、今後の人事課長交渉も含めた取組

方針等を決定しました。さらに新規採用者の加入促進を含めた組

織強化・拡大の取組、自治労共済の団体性生命共済の新規受付拡

大等について方針を議論して決定しました。今後も、ＷＥＢ会議

方式を含めて進めていくことを確認しました。

１．特例措置の継続実施等

（１）在宅勤務制度→継続実施

・「リモートワーク環境」を用いず在宅勤務の実施可

・対象職員に「会計年度任用職員、非常勤嘱託員」を含める

・「実施しようとする日の前日の午前中まで」の申請可

（２）サテライトオフィス勤務制度→継続実施

・対象職員に「会計年度任用職員、非常勤嘱託員」を含める

・「実施しようとする日の前日の午前中まで」の申請可

（３）週休日・休日の振替等

⇒「注意ステージ」への移行をもって廃止

（４）休憩時間の割り振り → 継続実施

・休憩時間の割り振り変更可

（食堂等の混雑緩和による感染リスクの低減）

２．在宅勤務における業務の遂行状況の確認

・所属長等は、在宅勤務を実施する職員の勤務状況を把握する

ため、電話、メール、ロゴチャット、Zoom等により、少なくと

も午前１回および午後１回、業務の進捗状況の確認を行うこと

とする。


